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1博士(社会科学)学位請求論文審査要旨
中国都市部における女性労働の課題に関する研究
「改革・開放」以降の雇用上の女性差別を中心に
Studies on the Issues of Women’s Labor in Urban China
Focusing on Employment Discrimination against Women after the “Reform and Opening-up”
YANG,Yanan
一 本論文の主題
本論文は、1978 年の「改革・開放」政策導入後の中国都市部における女性労働に関わ
る問題をテーマにしたものである。雇用分野における男女別取り扱いの実態、男女格差の
形成要因を明らかにした上で、その解決策を提示した。具体的な問題関心は次の 3 つであ
る。①社会主義計画経済体制から「社会主義市場経済」体制への移行のなかで、都市部に
おける女性労働にいかなる変化が生じたのか、②「社会主義市場経済」のもとで、雇用分
野における男女格差の要因は何か、③雇用平等法制が整備されていない段階において、雇
用差別禁止法をどのように設計すべきか、である。3 つの問題関心への結論は概ね以下の
通りである。
第一に、「改革・開放」以降、都市部における女性労働の変化について考察するにあた
って、本論文は、計画経済体制期と社会主義市場経済体制期の比較を詳細に行った。すな
わち、計画経済体制のもと、男女平等な雇用環境が政府によって強制的に作り出された。
「統一配置制」と「平均主義の賃金制」が採用され、性差別の傾向が弱く、女性の生産性
が過大評価された。その結果、雇用、賃金体制、昇進などにおける男女格差が大きく抑え
られた。男女間の賃金格差が存在したものの、1980 年代初め、女性労働者の賃金は男性
の約 8 割程度に達した。また、出産や育児を原因とする離職はほとんど見られなかった。
一方、市場経済化改革が行われる過程のなかで、労働市場の競争が激化し、労働者を取り
巻く雇用環境が厳しくなった。其の結果、男女の雇用格差が拡大した。具体的には、①雇
用の機会、②雇用の結果、③雇用の形態において、男女の格差が顕在化している。
第二に、社会主義市場経済のもとで、雇用分野における性差別的な取扱いが深刻にな
った要因について、本論文は、経済体制の転換に伴い、雇用制度、賃金制度が変容したこ
とを指摘している。また、「一人っ子政策」が撤廃されたが、女性の育成策や両立支援策
が整備されておらず、女性活躍の障害になっている。また、女性に内在する要因として、
ジェンダーに基づく職業観、昇進意欲の低さ、就業意識の変容といった問題も大きいと指
摘した。
第三に、女性の労働権利を保障し、男女格差を是正するために、憲法上の平等の原則に
基づき、法的な対応が喫緊の課題となっている。法律の履行確保はもとより、基盤として
の専門的な雇用差別禁止法の制定・施行を中心に、雇用平等法制をより整備していくこと
の必要性が強調された。
2二 本論文考察の対象
本論文においては、「雇用上の女性差別」の課題を提示し、その形成要因および解決
策を明確にするのが主要な研究目的である。そのために、考察の対象を一定の範囲内に限
定しなければならい。まず、考察の時期を「改革・開放」以降の雇用競争期に特定した。
次に考察の対象を「都市部の労働市場」に限定した。さらに、戸籍による格差を考慮に入
れ、「都市戸籍の女性労働者」と「農村戸籍の女性労働者」を一概に論じない方が適切で
あると考え、「都市戸籍の女性労働者」に限定して検討を行った。
三 本論文の研究手法
本論文は、社会学と法学の視点に立ち、文献分析と比較分析の手法を用いた。文献分析
を進めるために、政府機関、統計機関、研究機関などが公開している最新の調査統計の結
果を蒐集し、解析した。また、先行研究となる論文、著書、報告書を幅広く利用し、デー
タを批判的に分析した。そして、日中両国が批准した女性労働保護に係る国際連合の条
約・法令、雇用上の性差別的な取扱いに関する裁判例を活用して分析を深めた。さらに、
雇用上の男女別取扱いをめぐる新聞記事を解析し、社会問題としての女性労働の実態を把
握した。
一方、比較の手法は、より充実したアプローチを提供し、立体的な議論を行うために必
要不可欠である。中国現行の雇用平等法制に関わる一般理論が欠けているため、日本にお
ける性差別の禁止をめぐる法的措置は、中国の今後の雇用平等法制の整備の参考になる。
これに鑑みて、本研究は日本の法制度を参考にしつつ、中国の雇用差別禁止制度、育児休
業制度に係る立法論について考察した。本論文の独創性はこの点にも認められる。
四 各章の概要
本論文の構成は以下のとおりである。
序 章
第一節 研究背景
第二節 問題意識
第三節 先行研究の考察
一 先行研究の結論
二 先行研究の限界
第四節 本論文の構成
一 考察の対象
二 研究の手法
三 分析フレームワーク
四 各章の概要
第五節 用語説明
第一章 女性の労働の権利に関する法的保障
第一節 労働の法的性格
一 労働の権利
二 労働の義務
3第二節 女性の労働の権利
一 法的構成
二 法的保護原則
第三節 女性政策に関する歴史的分析
一 男女平等の政策
二 女性解放の政策
三 女性就業促進の政策
第二章 女性労働のあり方に関する歴史的変遷
第一節 雇用平等期における女性労働の特徴
一 女性労働者の急増
二 男女の雇用格差の縮小
第二節 雇用競争期における女性労働の特徴
一 女性就業率の低下傾向
二 男女の雇用格差の拡大
三 女性労働者の二重負担の増大
四 専業主婦化の進行
第三章 雇用上の女性差別の類型化
第一節 雇用の機会における女性差別
一 募集・採用における女性差別
二 昇進上の女性差別
三 定年退職における女性差別
四 リストラにおける女性差別
第二節 雇用の結果における女性差別
一 性別職域分離
二 男女間賃金格差
第三節 雇用形態別による性別分離
一 中国における非正規雇用の特徴
二 女性の非正規雇用の実態
第四章 雇用上の女性差別の形成要因
第一節 理論分析
一 偏見説
二 コスト論
三 人的資本論
四 統計的差別論
第二節 中国現行雇用平等法制への検討
一 雇用差別禁止法の欠如
二 法的救済制度の未整備
三 立証責任の不均衡
第三節 雇用制度と賃金制度の転換
一 雇用平等期における雇用制度と賃金制度
二 雇用競争期における雇用制度と賃金制度
4第四節 人口政策の変容
一 「一人っ子政策」の推移
二 家事・育児分担の実態
三 保育上の問題点
第五節 女性就業意識の変化
一 ジェンダーに基づく職業観
二 性別役割分業の肯定
第五章 女性労働の保障に向けて
第一節 雇用平等に向けての法的枠組み：日本からの示唆を中心に
一 日本の女性差別に関する法的規制
二 日本の雇用平等法制による示唆
第二節 行政の立場からの提言
一 育児休業制度の法制化
二 再就業支援サービスの充実
第三節 企業の立場からの提言
一 育児支援制度の徹底
二 柔軟な勤務制度の定着
三 男女別取扱いの規制
第四節 家事労働のあり方
一 家事労働の合理化
二 家事労働の社会化
三 家事労働の商品化・市場化
終章
第一節 本論文の総括
第二節 本論文の結論
第三節 今後の課題
本論文の中心部分は、第一章から第五章までの五章で構成されている。以下各章の主
要内容を概説する。
序章
序章では、論文で提起した①研究背景、②問題意識、③先行研究の考察（先行研究の結
論、先行研究の限界）、④本論文の構成（考察の対象、研究の手法、分析フレームワーク、
各章の概要）、⑤用語説明について概説した。
第一章 女性の労働の権利に関する法的保障
第一章では、法学の視点から、労働の権利と労働の義務に焦点を当てた。まず、第一節
では、労働の法的性格について分析を行った。中国の法律では、「労働の権利」と「労働
の義務」が規定され、「労働権」という概念が用いられている。「労働の権利」とは、労
働者が自身の職業能力を開発し、社会に貢献していく権利である。労働の権利の保障が基
5本的人権の保障につながっている。それゆえ、人権の保障の視点から言えば、労働権の侵
害は、まさに人間として生きていくための権利そのものを奪うことになる。続いて、第二
節「女性の労働の権利」では、女性労働の保護に関する法令の制定背景、改正経緯、施行
状況を概観しつつ、立法上の保護原則を明らかにした。歴史を概観すれば、1980 年代後
半から、中国政府によって一連の法律が相次いで制定・施行された。雇用分野において、
中国憲法における男女平等の原則(第 48 条)に基づき、女性権益保障法を主体とし、労働
法、就業促進法などの法律により、労働保護の体系が次第に形成され、法的保障が拡充さ
れてきた。また、両性の事実上の異なる生理的差異及び特徴に基づき、法律制定の際に、
「一般保護原則」とともに、女性のみを対象とする「特別保護原則」も設けられている。
このように、法律上、男女間格差の是正が一応達成されたと考えられる。最後に、第三節
「女性政策に関する歴史的分析」では、歴史的視点から、女性労働保護に係る国内政策の
導入背景から、女性労働への波及効果に至るまで、詳細な考察が行われた。新中国が成立
して以降、中国共産党政権の下では、中国政府は男女平等社会の実現を目指し、①男女平
等の政策、②女性解放の政策、③女性就業促進の政策などを推進してきた。一連の国内政
策は、従来の伝統的な「男尊女卑」思想と封建意識に大きな影響を与えた。さらに、女性
労働の促進において、中国婦女連は重要な役割を果たしている。
第二章 女性労働のあり方に関する歴史的変遷
第二章では、経済体制転換の視点から、中国女性労働のあり方がいかなる変化が生じた
か、並びに今後の方向性について考察した。女性労働のあり方を分析するにあたっては、
1978 年の社会経済体制の転換を踏まえつつ、各時期における女性労働の特徴に重点をお
いて個別に検証することにより、女性労働の全体像を描き出した。第一節「雇用平等期に
おける女性労働の特徴」は、高度集中的な社会主義計画経済体制期における女性労働のあ
り方に注目した。新中国の成立以降、女性は労働力として大量に労働市場に進出した。社
会主義計画経済体制期において、中国社会は「単位」の複合体であった。「単位」体制の
中で、例外的な場合を除き、解雇は存在せず、労働者は仕事を失う心配かはほとんどなか
った。また、中国政府によって強制的に男女平等な雇用環境が作り出された。その一方で、
1978 年の社会経済体制の転換を契機に、本格的な社会主義市場経済化改革が行われ、労
働市場における競争の激化に伴い、労働者を取り巻く雇用環境が厳しくなった。形式的に
は、法的平等が実現したにもかかわらず、実質的には、完全な雇用平等は達成されていな
い。この問題をめぐって、第二節「雇用競争期における女性労働の特徴」では、「改革・
開放」以降の職場における男女不平等の実態について考察を行った。女性は依然家事労働
の主たる担い手であり、家庭生活と職業生活の両立は困難を極めている。新たな問題とし
て、①女性労働力率の低下、②男女の雇用格差の拡大、③女性労働者の二重負担の増大、
④専業主婦化の進行といった問題が、ますます顕在化している。このように、労働市場で
は、男性の優位性が認められ、女性は不利な立場に追いやられている。
第三章 雇用上の女性差別の類型化
第三章は、本論文の中心部分の一つである。本章では、前章で述べた社会主義市場経済
体制期における雇用上の性差別的な処遇の実態に焦点を当て、差別行為の発生段階に応じ
て類型の帰納を行なった。主に、①雇用の機会、②雇用の結果、③雇用の形態に大別され
る。
6第一節「雇用の機会における女性差別」では、雇用の機会における女性差別の実態につ
いて検討した。具体的には、差別は①募集・採用、②昇進、③定年退職、④リストラとい
う四つの側面に存在する。第一に、募集・採用は雇用の入り口として重要である。募集・
採用の過程における性差別は、当然、禁止されるべきである。しかしながら、一般的に、
同一のポストで募集・採用する際に、使用者は男性を希望し、女性を採用する意欲が低い。
第二に、昇進上の女性差別である。企業内の人事管理上、使用者は男女別の基準を設けて
不公正な雇用管理を行い、人為的に女性の管理職への昇進を抑え、一定年数滞留させる状
況が多い。また、職業訓練においても、男女の格差が存在する。第三に、定年退職上の男
女別取扱いを問題として取り上げた。第四に、1990 年代のリストラ問題が取り上げられ、
国有企業改革を背景にした女性失業者の特徴及びその要因を究明し、リストラにおける女
性差別の状況を明らかにした。
次いで、第二節は「雇用の結果における女性差別」についてである。雇用の結果におけ
る不均等は、雇用の機会における男女別取扱いが引き起こす結果である。主に①職場にお
ける性別分離、②男女間賃金格差に表れている。まず、中国の職場における性別分離の構
造は、以下のような特徴が挙げられる。職場では、一般的に、責任度・賃金・社会的ステ
ータスなどの高い職位において男性が圧倒的に多い一方で、女性が少なく、いわゆる職位
のピラミット構造である。「水平的分離」よりも、「垂直的分離」のほうが顕著である。
次に、総体的に見れば、賃金を含む経済待遇上の男女格差がほとんど是正されず、むしろ
拡大傾向にある。現在、女性労働者の賃金は男性労働者の約 6 割程度の水準に過ぎない。
さらに、第三節「雇用形態の別による性別分離」では、女性の非正規雇用を考察した。
雇用形態をみれば、非正規雇用に占める割合が性別分離を示す指標となっている。「改革・
開放」以降、第三次産業の急速な発展に伴い、雇用の形態が多様化した。正規雇用が減少
する一方、非正規雇用に対する潜在的な需要が高まり、非正規雇用が拡大しつつある。労
働市場において、女性は非正規雇用の「主力軍」と呼ばれている。そのため、「非正規雇
用の女性化」、「女性就業の非正規化」という労働問題が深刻になってきた。女性の非正
規雇用の拡大に伴い、「非正規雇用の女性化」、「女性就業の非正規化」という労働問題
が深刻化している。とりわけ、生理期・妊娠期・出産期・育児期にあたる非正規雇用の女
性労働者に対する特別保護極めて不十分である。
第四章 雇用上の女性差別の形成要因
第四章は、本論文の第 2の重要な部分である。前章の議論を踏まえ、本章では雇用上の
性別的な取扱いの形成要因を明らかにする。女性差別の要因分析にあたっては、第一節「理
論分析」では、主に①「偏見説」、②「コスト論」、③「人的資本論」、④「統計的差別
論」という理論の枠組みで分析を展開した。①「偏見説」では、女性が差別的な処遇を受
ける理由の一つとしては、社会通念上、主観的に女性に対して固有の消極的なイメージ、
すなわち偏見や差別を持っていることを指摘した。②「コスト論」では、女性の生理的価
値における社会的意義と企業の経済利益との対立が、雇用における女性差別の根本的な原
因と強調した。使用者が育児期の女性労働者を離職させるのは、育児に伴うコストの回避
のためである。③「人的資本論」では、産前産後休業の期間にいる女性労働者の労働生産
性が低下することが指摘される。④「統計的差別論」では、使用者は個別的な差別嗜好を
持っていないにもかかわらず、昇進や職業訓練において、常に女性を男性より平均的に質
7や定着率が低い労働力と想定していることを説明した。結果的に、女性労働者の多様性が
無視され、統計的差別が生じている。
次に、第二節「現行雇用平等法制上の問題点」は、法的視点に立ち、中国の雇用平等法
制の整備を模索しようという問題意識から出発して、現行の法的対応の特徴に着目し、雇
用平等法制上の不足を整理したものである。法律上、性差別禁止が規定されているものの、
実際には十分に機能していないと批判されている。中国現行の雇用平等法制の問題点とし
て、主に①雇用差別禁止法の欠如、②法的救済制度の未整備、③立証責任の不均衡という
三点が注目されている。つまり、現行の法律だけでは、雇用上の性差別事態に歯止めをか
けることができない。雇用上の男女格差を是正するために、現行の労働法制を更に強化す
べきである。これに関する検討は第五章の第一節でおこなった。
第三節「雇用制度と賃金制度の転換」では、雇用制度と賃金制度の変容について議論を
展開した。1980 年代、社会主義市場経済が導入されて以降、経済体制の転換がなされ、
労働市場の形成と発展の過程において、競争主義が浸透し、経営の合理化、生産の効率化、
経済利益の最大化が強調された。市場競争原理のもと、「平均主義」の分配方式が打破さ
れ、雇用制度と賃金制度が変化した。
さらに、第四節「人口政策の変容」では、「一人っ子政策」の撤廃が、女性労働に与え
たマイナスの影響について分析を加えた。今日の中国社会は、総人口が膨大であるにもか
かわらず、少子・高齢化が急速に進行している。これを背景として、人口の増加、労働力
の確保に向け、2015 年 12 月に「一人っ子政策」の撤廃が採択され、2016 年 1 月から「二
人っ子政策」が全面的に実施された。育児負担が増大する中で、利用できる育児手段が少
なくなっている。女性の育児負担が増加している。
最後に、第五節「女性就業意識の変化」では、女性差別的な待遇の内部的要因として、
ジェンダーに基づく職業観、離職傾向の高さ、昇進意欲の低さといった女性自身によると
ころが大きいと指摘した。中国女性の発展問題として、二重負担の増加の上に、女性の主
体意識・自主意識が全体に低いと考えられている。近年、都市化の進行と社会福祉サービ
スの強化に伴い、女性の価値観が多様化し、伝統的な「男らしさ、女らしさ」の思想は、
女性内部に浸透している。それとともに、女性の勤労意欲、行動様式、ライフ・コースに
も大きな変化が現れている。家事労働や育児に専念するために、かえって専業主婦という
生き方を選択する女性が多くなってきた。つまり、「就業継続」より、「専業主婦化」の
傾向が進行している。
第五章 女性労働の保障に向けて
「改革・開放」以降、雇用上の男女別取扱いの類型（第三章）及びその形成要因（第四
章）を考察した上で、第五章では、真の雇用平等の実現に向け、法学と社会学的視点にた
って、行政、使用者及び家庭内部の立場から、以下の具体的な対応策を提言した。
第一節「雇用平等に向けての法的枠組み：日本との比較考察を中心に」では、女性の労
働の権利を保障するために、雇用平等の法整備のもっとも重要な一環として、雇用差別禁
止法の成立を主張した。具体的に、いかなる雇用差別禁止法制を設計すべきか、という問
題意識を出発点とし、日本との比較考察を踏まえて、中国における雇用平等に向けての法
的枠組みの構築を提案した。まず、比較法の立場から、日本雇用平等法制の形成、展開、
とりわけ雇用平等原理の進歩性を考察した。次に、日本の雇用平等法制からの示唆を解明
した上で、今後の中国の雇用平等法制のあり方を検討した。
8次いで、第二節「行政の立場からの提言」では、行政の育児支援への取り組みについて
分析した。以上の議論を踏まえ、育児期に当たる育児負担の軽減は、女性の継続就業、企
業の競争力の強化、ひいては少子化の抑制などにもつながっている。育児活動は、就業と
必ずしも対立するものではない。家庭における育児負担が増大するなか、女性の就業継続
を保障するように、現行の保育環境を整備することは喫緊の課題である。まず、「一人っ
子政策」の撤廃にともなって、女性の継続就業に連動する育児休業制度の立法化が急務に
なっている。育児休業に関する法制度の設計を検討するにあたって、日本における育児休
業制度の規範構造を検討し、日本からの示唆を提示した。また、女性の職業生活と家庭生
活の両立をめざして、行政からの育児支援サービスの提供が不可欠だと指摘した。
第三節「企業の立場からの提言」では、雇用分野における男女格差を縮小するための企
業の取り組みについて検討を試みた。女性の労働の権利が実現できるかどうかの決め手は、
その権利行使が可能となる労働条件を確立することが重要な課題である。女性の活躍を推
進するために、単に女性労働者数の増加、管理職の登用にとどまることはできない。使用
者は、女性の活躍に関わる状況の改善に心がけなければならない。また、企業による育児
支援として、育児支援施設・設備の整備、育児支援制度の徹底および育児期における柔軟
な勤務制度の実施、有効な経済的支援などが必要である。
最後に、第四節「家事労働のあり方」では、人口政策の変容を踏まえ、女性の過重な
家事労働の負担の軽減を図るために、家事労働の「合理化」、「社会化」、「市場化」を
提示した。一つ目は、男女平等の理念を浸透させ、男女の家事分担を指摘した。二つ目は、
家事労働を社会資本サービスによって提供していくこと、つまり家事労働の社会化の重要
性を指摘した。三つ目は、家事労働の商品化、市場化を主張した。
終章
終章は本論文のまとめとして、序章で提起された三つの論点について、結論を示してい
る。「改革・開放」以降、労働問題が多発するようになった。雇用の平等を実現し、女性
の労働の権利を保障するために、法的措置が求められている。また、立法だけではなく、
中国政府や共産党の諸政策、なかんずく雇用制度、育児休業制度の総合的検討も必要であ
る。女性労働の保障に関する課題は、単なる法律上の性別平等に係る問題だけではなく、
深刻な社会問題として総合的に捉えるべきである。ただ、本論文において十分に論じきれ
なかった課題として、出稼ぎ女性労働者の権利保障、労働組合の役割、職場におけるセク
シャル・ハラスメント（SH）などの問題は今後さらに検討を加える必要がある。
五 公聴会における質疑応答
公聴会に先立って2019年12月28日に審査研究会が開催された。この審査研究会を踏まえ
て、2020年1月25日に公聴会が開催された。当該公聴会では、申請者の報告に基づき、主
に以下のような質疑応答が行われた。
（1）雇用平等をより実現させるために、法律の立場から、大別して主に二つの選択肢が
挙げられる。労働法、女性権益保障法などの中国現行の法令を改正し、女性労働に対する
保護規定を強化すべきであろうか、それとも、新たな雇用差別禁止法を制定すべできあろ
うか。その理由について説明してください。
9これに対して、申請者は以下のような応答がなされた。中国では、労働法、女性権益保
障法、就業促進法などの法令では、性差別に係る規制規定が盛り込まれている。しかしな
がら、中国労働市場の実態を見れば、性差別だけでなく、戸籍差別、年齢差別、障害者差
別などの差別的雇用慣行が残存している。現行の法令だけでは、就職差別の規制において
十分な役割を果たすことができないと考える。この問題に対して、法的規制を通じて雇用
平等体制を構築していくことがますます必要になってきている。雇用差別禁止法は法的基
盤として、就職差別の定義を明確にするとともに、実効性のある規制内容を盛り込み、雇
用ステージのあらゆる場面における差別的な取扱いを全般的に規制すべきである。したが
って、法整備の一環として、法改正というより、むしろ雇用差別禁止法を制定・施行する
ほうが、有効性がより高いといえよう。このように、中国では、基本的な雇用差別禁止法
を成立することが急務になってきている。
（2）本論文では、比較的視点に立ち、日本の雇用平等法制度、とりわけ男女雇用機会均
等法を参照することが重要な役割を果たしていると指摘された。日中両国の法制度の関係
を踏まえた上で、比較の理由とその意義について説明するように求められた。
これに対して、申請者は次の見解が述べられた。まず、比較法の視点に立つと、日中両
国の法学の分野には、類似点が多く存在している。中国現行の法制度は本来の固有の制度
ではなく、日本の法制度の部分的影響を受けている。次に、歴史的、文化的、地理的、社
会的などの分野において、日中両国は多くの類似点を持っている。以上の日中両国の類似
点を踏まえ、本論文の第五章第一節では、主として雇用平等法制という課題を中心に、日
本現行の雇用平等法制を議論した上で、日中両国の比較検討を行った。日本では、1970
年代から、男女雇用機会均等法が制定され、度重なる改正が行われた。理論上、男女平等
の取り扱いの法理が形成されてきた。それに対して、中国では、雇用上の差別を規制する
専門的な法律が未だに成立されていない。総体的に見れば、中国現行の雇用平等法制と比
べ、日本の雇用平等法制のほうが進んでいることが明らかにされた。したがって、今後の
中国雇用平等法制の整備、とりわけ雇用差別禁止基本法を設計する際に、日本の貴重な立
法と法改正の経験を参考することは重要な意義を持っていると強調された。もちろん、日
本の雇用平等法制をそのまま導入すればよいということではない。中国社会の現状に応じ、
対応策を提出していくことが不可欠である。さらに、今後、比較的視点から、北欧諸国、
とりわけスウェーデンの事例に関する研究を深めていきたいとの返答が述べられた。
（3）本論文第三章の中では、中国現行の男女別定年制が取り上げられ、現時点で撤廃さ
れるべきであると強調した。法学的視点から、その撤廃の理由について説明するように求
められた。
これに対して、申請者の答えは以下のようなものであった。本論文の第一章で述べたよ
うに、女性は単なる保護の客体ではなく、むしろ権利の主体として、当然、男性と平等の
労働の権利を享有すべきである。そこで、憲法上の男女平等の趣旨からすると、定年年齢
を男性よりも低く設定した部分は、合理的根拠を欠く、単なる性別を理由とする差別的な
制度である。女性労働者に対する特別保護や優遇ではなく、むしろ享受すべき労働の権利
と労働の自由の侵害であるといえよう。したがって、憲法上の男女平等理念のもとで、基
本的な労働の権利を一層保障するように、現行の男女別定年制について、改正を慎重に進
めていくことが喫緊の課題となっている。
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六 本論文に対する評価
本論文は、中国女性の労働事情に関する実証的な研究として優れている。博士(社会科
学)学位請求論文の評価基準に基づき、以下の諸点において、本論文は十分な水準に達し
ている。
(1)着眼点、方法、アイディアなどの独創性
本論文の着眼点、方法、アイディアの独創性として、主に以下の三点が優れていると評
価できよう。第一に、本論文では、中国における「一人っ子政策」が撤廃されたという現
状に鑑み、雇用労働、家事労働、人口政策のつながりに着眼した点が、本論文の意義が認
められる。中国の学界では、女性の労働事情について、雇用分野と家庭分野を結びつける
研究成果が手薄なものにとどまっている。本論文では、人口政策の変動と女性労働の実態
を正確に把握した上で、前者が後者人に与える影響を検討した。第二に、女性の雇用労働
の実態について、極めて実証的な分析を心がけている点は優れている。本論文では、雇用
上の女性差別の類型およびその要因が詳細に検討されている。さらに、対策案の提示が高
いレベルで実現されている。第三に、中国では、雇用労働に関する研究は着実に進められ
ているが、女性の労働の権利を保障するという視点からの研究は十分であるとはいえない。
本論文では、女性の労働の権利については、中国の女性労働の保護に関する法令や政策の
歴史的背景、実施状況を適確に分析する点が優れている。さらに、中国現行の雇用平等法
制を批判する前提として、日本の雇用平等法制との比較研究を踏まえつつ、雇用差別禁止
法の立法を主張する点は適切である。このように、中国の労働研究の分野において、本論
文はジェンダーの独創的な視点に立ち、学術的貢献が大きいと評価することができる。
(2)テーマ設定の妥当性、重要性
中国では、社会主義市場経済化改革の下で、経済の自由主義化が進められ、持続的で
急速な経済成長を遂げた。雇用分野では、賃金、昇進、定年退職などにおいても女性の差
別的待遇が存在し、また、出産を理由とする減給・職務の変更・解雇その他の不利益が頻
発している。要するに、社会主義計画経済下の中国労働市場とは異なり、雇用上の男女間
格差が拡大し、女性の労働問題が深刻化しつつある。2018 年 12 月、世界経済フォーラム
（WEF）が発表した「ジェンダー・ギャップ報告書」によると、ジェンダー・ギャップ指
数（GGGI）の 149 カ国ランキングの中で、中国は 2008 年の 57 位から 103 位まで下がった。
国際比較からすると、中国の男女格差が拡大していることが明らかになっている。
また、近年、中国の人口政策の動向から見ると、「一人っ子政策」の撤廃は、人口数
量および人口構成の変化を引き起こし、女性の社会進出にも大きな影響を及ぼしている。
こうした緩和された人口政策のもとで、出産年齢女性は第二子を出産する意欲が次第に高
まっている。世帯における子供数の増加に伴い、女性は依然として家事労働の主たる担い
手とされ、過重な育児責任を負わされ、より多くの時間と精力を注入することが必要にな
ってきている。女性労働者は従来のように、職業生活と家庭生活の両立を望んでいるが、
なかなかその意向に十分応えられないというのが現状である。女性の就業中断の可能性が
大きくなり、すなわち「専業主婦化」が一層進んでいるだろうと予想される。
以上のように、今日の中国社会では、男女の雇用格差が拡大しつつある。如何にして
女性の活躍を推進すべきであろうかということが重要な課題になってきている。男女共に
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活躍できる社会に向けて、雇用分野における女性に対する不利な取り扱いの解消を図るた
めに、形式的な平等にとどまらず、実質的な平等の徹底が求められている。中国の学界で
は、社会的、法学な視点からの実証的な研究が少ないので、本論文を通して検証した新た
な知見は、女性労働問題の解決、雇用平等の促進にとって重要な意義を有している。
(3)テーマに応じた論文の構成の妥当性
本論文の中心部分は、第一章から第五章までの五章で構成されている。第一章「女性の
労働の権利に関する法的保障」では、女性労働の保護に関する法律法規の制定背景、改正
経緯、施行状況を考察した。まず、法学的視点から、労働の法的性格について考察した。
次に、中国現行の女性労働保護に係る法律規定の制定経緯、改正過程を概観しつつ、立法
上の保護原則を明らかにした。さらに、歴史的視点から、新中国が成立して以降、女性労
働保護に係る国内政策の登場、展開過程及びその影響を検討した。第二章「女性労働のあ
り方に関する歴史的変遷」は、先行研究に基づき、経済体制の転換の視点から、中国女性
労働のあり方がいかなる変化が生じるか、および今後のゆくえを考察するものである。女
性労働のあり方を分析するにあたっては、1978 年の社会経済体制の転換を踏まえつつ、
各時期における女性労働の特徴に重点をおいて個別に考察することにより、女性労働の全
体像を描き出した。続いて、第三章「雇用上の女性差別の類型化」では、中国都市部の労
働市場における深刻な雇用上の性差別が分類されている。とりわけ、批判的な検討に基づ
き、最新の裁判例を取り上げ、中国現行の男女別定年制について、改革の必要性と方向性
を議論する点も極めて有益である。第四章「雇用上の女性差別の形成要因」では、雇用上
の性別的な取扱いの形成要因が明らかにされている。要因分析にあたっては、理論分析を
展開し、法学的と社会学的な角度から、現行法の不整備なところ、雇用制度と賃金制度の
変容、女性就業意欲の低下が指摘された。以上の考察を通して、最後に、第五章「女性労
働の保障に向けて」では、「改革・開放」以降、労働問題が多発する状況に応じ、女性の
労働の権利を保障するために、法的措置がますます必要になってきているとの結論を導出
している。
(4)先行研究のサーベイを踏まえた専門分野における貢献度
本論文では、中国現行の雇用平等法制の詳細を丁寧に把握するとともに、専門的な雇用
差別禁止法が欠如していると指摘し、分析している点で、中国の雇用平等法制の研究とし
て一つの到達点を築いたものと評価することができる。とくに、既述したように、申請者
が示した雇用差別禁止法の具体的な設計に関する分析は、注目に値する。次に、本論文で
は、中国の事情に関してばかりでなく、日本の男女雇用機会均等法、労働基準法を比較的
に検討した上で、日本からの示唆を提示した。中国の雇用平等法制の発展にとって、貴重
な貢献になる研究成果であるといえよう。さらに、育児休業制度の法制化を明らかにする
成果を伴っており、社会的に貢献するものといえる。以上のように、今後、女性労働の保
障の研究課題に取り組む際、本論文はより実証的でダイナミックな理解の一助となってい
ると評価することができる。
(5)データや資料に裏付けられた実証性
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本論文ては、主として中国側と日本側の資料とデータを用いて、実証的な研究を展開す
ることが最大の特徴である。中国側の資料として、国家統計局が行った「人口センサス」、
中国全国婦女連と国家統計局が行った「中国女性の社会的調査」を代表とする統計調査の
結果、裁判例、新聞記事などが積極的に整理・分析された。日本側の資料として、雇用平
等法制度に関連する文献、統計調査なども活用された。実証的な研究を展開する過程で、
申請者は日中両国における当該テーマに関する文献、統計調査などを渉猟し、「改革開放」
以降の労働市場における男女別取り扱いの実態について、総合的・包括的に考察を加えた。
(6)論旨展開における論証力、説得力
本論文は実証的分析の視点から、女性の労働の権利の保障を示した包括的・体系的な研
究であると認められる。本論文では、「雇用平等の実現」を目的として、明確な問題提起
を行い、先行研究のレビューを踏まえ、各種の資料、統計調査を用いて分析し、妥当な結
論を導出することを目指している。総体的に見れば、本論文は論理的に構成されており、
論旨の展開も終始一貫しており、十分な論証力と説得力を有するものであると評価するこ
とができる。
(7)「専門用語」や「概念」の使い方における正確さ、妥当性、充分性
序章では、本論文で用いられている各種用語の概念の説明を行っている。議論を展開す
るなかで、労働の権利、平等原則、女性差別、雇用平等などの概念は、正確で妥当な使い
方を行い、充分な記述を行っている。本論文により、中国における「雇用上の女性差別の
実態」を総合的に理解することができるという優れた特徴を持っている。本論文は労働分
野の研究に大きく貢献するものであるといえる。
(8)引用の仕方、注の付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方の正確さ、妥当性、
充分性
本論文では、適宜ふさわしい引用、注の付け、資料の利用、図表リスト、文献リスト
の作りを行っている。また、①公的機関の統計調査、②報告書、③批准した女性権利保障
に関する国際連合条約、法令、裁判例、④雇用上の男女別取扱いをめぐる新聞記事にきち
んと分類され、論文の理解にとって極めて充分なものである。本論文は、資料の要点を詳
しく明示することにより、実証性を高めた。
(9)社会科学研究科の独自性から要請される学際性、実践性
社会学と法学的な議論を接合しようとする本研究は、社会科学研究科の独自性から要請
される学際性、実践性を有し、優れたものと評価することができる。特に、雇用上の女性
差別をめぐって、その類型化について明らかにしており、学術資料としての価値が高いと
いえよう。さらに、問題の提出にとどまらず、それを解決しようとする対策論が展開され
た点も的確であり、本論文の意義を見出すことができる。以上のことから、申請者の研究
能力と研究に対する真摯な姿勢が高く評価される。
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(10)論文全体としての卓越性
以上述べてきたように、本論文は経済体制改革という視点から、中国の女性労働という
重要な問題提起を行った。申請者は語学力を活用して日本語、中国語、英語の文献を幅広
く利用し、比較の視点から検討を加えることにより、論文の実証性、多角性、卓越性を高
めている。本論文は中国の女性労働に関する実証的研究として、たいへん有意義な研究と
なっている。特に、本論文の中核となる第三章「雇用上の女性差別の類型化」と第四章「雇
用上の女性差別の形成要因」は優れた内容のものとして、高く評価することができよう。
他方で、本論文にも残された課題がないわけではない。以下では、主に三つの問題点が
指摘されている。第一に、法律上、憲法上の平等原則、人権に関する規定、定年制に関す
る規定などについては、日中それぞれで一定の差異が存在している。本論文の第五章では、
日本の雇用平等法制が参照されるが、比較法的な研究という側面から言えば、日中両国の
法制度の差異性と共通性についての考察が十分に深まっているとはいえない。今後、労働
権が人権の一つとして、その構造についての論証および法学的な分析については、より精
緻な比較研究が求められる。第二に、本論文で述べた中国の雇用差別禁止法の提案は、ま
だ理念的な改革方向の提示にとどまっていると言わざるを得ないであろう。具体的な制定
案の提示を行うために、さらに深い議論を進めることが不可欠であると考えられる。具体
的には、日本の法令にとどまらず、欧米の法令も検討することが期待される。そのほうが、
学界への貢献度が更に大きくなるだろう。第三に、本研究は都市部と農村部、都市戸籍と
農村戸籍との差異を考えた上で、都市出身の女性労働者に焦点を当て、総合的・包括的な
研究である。その反面、個別的な事例について、より詳細な現地調査があれば望ましいと
いう点がある。中国社会における多様性により、地域による労働市場の状況、労働者の意
識の違いなどが著しい。より具体的な現地調査を展開することにより、分析が進展すれば、
研究の内容が一層深まるであろうという感想を持つ。このように、今後の研究内容の充実
が期待されるところは残るものの、本論文の瑕瑾というべきものではない。
以上述べたことを踏まえ、本論文は完成度の高い博士論文として、新しい知見を切り開
いた実証的研究であると全体的に評価することができる。審査員は全員一致で、本論文が
課程による博士（社会科学）の学位を受けるに値するものと認める。
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